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１．はじめに 
「メール添付された請求書などを電子保存していないと青
色申告の承認取消しになり、税務調査において経費として
認められない」といった情報を耳にしたことはないでしょ
うか。本稿では、改正電子取引制度の保存要件等を満たし
ていない場合の青色申告の承認取消しと必要経費等（損金）
の計上の取扱いについて解説します。 
 

２．保存要件の概要 
令和 4 年 1 月 1 日以後、電子取引における証憑は、検索要
件等の保存要件を満たす電子データにより保存する必要が
あります。ここで言う保存要件とは、必須的保存要件に従
った上で、選択的保存要件のいずれかの措置を講じて保存
することをいいます。 
必須的保存要件とは、次の①から③の要件を言います。 
① 自社開発のプログラムを使用する場合には、電子計算

機処理システムの概要を記載した書類の備付け 
② 見読可能装置（ディスプレイ、プリンター）の備付け等 
③ 検索機能（取引年月日その他の日付、取引金額、取引先

を条件に検索できるなど）の確保 
選択的保存要件とは、次の①から④の要件を言います。 
① タイムスタンプが付された電磁的記録の受信及び保存 
② 電磁的記録の受信後速やかにタイムスタンプを付すと

ともに、データ保存を行う者又はその者を直接監督す
る者に関する情報を確認できるようにしておく 

③ データの訂正削除を行った場合にログが残るシステム
又はデータの訂正削除できないシステムを利用して授
受及び保存 

④ データ訂正削除の防止に関する事務処理規程の備付け、
その規程に沿った運用を行う 
 

３．保存要件を満たさない場合 
災害等による事情を除き保存要件に従って保存されていな
い場合は、青色申告の承認の取消対象となり得ます。対象
となるか否かは、その違反の程度等を総合勘案し、真に青
色申告をするにふさわしくないと認められるかどうか等を
検討した上で判断するとしています。 
また、電子データを保存要件に従って保存していない場合
や、電子データから出力した書面を保存している場合、そ
の電子データや書面は国税関係書類以外の書類とみなされ
ず、税務調査において、その申告内容の適正性を確認する
としています。 
 

４．国税庁の追加説明 
上記を受けて「電子データの一部を保存せずに書面保存し
ていた場合には，その事実をもって青色申告の承認が取り

消され，税務調査でも経費として認められない」といった
情報が出回ったと思われます。この件について 2021 年 11
月に国税庁は、取引が正しく記帳・申告され，保存すべき取
引情報の内容が電子データ以外の請求書や領収書等の「書
面」において確認できる場合は，それ以外の特段の事由が
無いにも関わらず，直ちに青色申告の承認取り消しや、金
銭の支出がなかったものとして必要経費等（損金）の計上
を否認することはないと明示しました。 
電子取引に係る請求書等の電子データの代わりに書面
保存 
          ↓ 
取引内容を書面確認でき、申告内容が正しく書面保存以
外に特段の事由がない 
          ↓ 
青色申告の承認取消し等にはならない 
なお、消費税については，令和 4 年 1 月 1 日以後も引き続
き，データを書面出力して保存することが認められていま
す。令和 5 年 10 月から導入される電子インボイス保存につ
いても，整然とした形式及び明瞭な状態で出力した書面を
保存する場合は，仕入税額控除の適用があります。 
 

５．一定の宥恕措置  
保存要件に対応するシステム導入や社内体制の構築が間に
合わないという声や、全ての事業者が無理なくデジタル化
を進められるようにする観点などから、令和 4 年度税制改
正大綱において、改正電子取引制度の適用関係につき、や
むを得ず対応が困難とされるような場合には 2022 年から
2年間だけ一定の宥恕を認める措置が盛り込まれました（下
記図表に要約）。この宥恕措置の適用を受けるに当たり、所
轄税務署長への事前申請は不要とされています。 
時期 2022.1.31 か ら

2023.12.31 
2024.1.1 以降 

保存方法 原則：電子データ
保存 

一定要件を満た
した電子データ
保存のみ 

紙面出力保存※ 

※保存要件に従い保存できないことにつき、やむを得ない
事情があると税務署長が認め、質問検査権に基づく出力書
面に応じることができる場合 
 

６．おわりに 
2022 年から 2 年間は「紙保存が容認」されました。しかし、
電子帳簿保存義務が無くなったわけではありません。 
① 電子データ保存をこれから検討する保存義務者 
質問検査権に基づく出力書面に対応できなければなりませ
ん。電子取引を洗い出し、速やかに出力書面できるよう体
制を整える必要があります。 
② 電子データ保存を検討済（又は実施済）の保存義務者 
保存要件は改正の対象外ですので、要件面の再検討は不要
です。2 年間の猶予期間は、運用リハーサル期間として活用
すべきと考えます。今回の改正対応は、運用フローを切り
替えるまでの時間（特に決算を経たリハーサル期間）がな
かったはずだからです。 


